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会計帳簿閲覧謄写請求に係る
請求理由の具体性
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東京高裁平成28年3月28日判決（平成26年ネ第4543号会計帳簿閲覧謄写請
求控訴事件）
金判1491号16頁
【参照条文】会社法433条1項，2項1号，2項2号
Ⅰ．事実の概要
本件は，100分の3以上の株式を有する株主であるＸ（原告・被控訴人）
が，Ｙ会社（被告・控訴人）に対し，会社法433条1項に基づき会計帳簿
等の閲覧謄写を請求した事案である。
Ｙ会社は，医薬品の製造及び販売等を目的とする株式会社であり，発行
済株式の総数は6万株である。ＸはＹ会社の発行済株式の100分の3以上
の株式を有する株主である。Ｙ会社はＸの父であるＡが設立した会社であ
る。Ａと妻であるＢはすでに死亡しており，現在その長女Ｄの夫であるＥ
がＹ会社の代表取締役を務め，Ｄも取締役を務めている。Ｙ会社の会計年
度は10月1日から翌年9月30日までである。
なお，当座預金に係る平成17年9月分の勘定元帳の存否については後記
のとおり争いがある。また，ＸはＹに対し第一審において一部資料を提出
したほか，控訴審においてもＸからの要望等を踏まえて資料を送付した。
Ｘは次の3つを理由として会計帳簿の閲覧謄写請求をした。第1に，Ｙ
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会社は平成17年3月に有限会社Ｆに対する貸付金の返済を受けたことに
なっている。しかし，Ｙ会社の平成16年度の短期貸付金は減少しているも
のの，これと未収入金，立替金，仮払金及び貸倒引当金の合計額はほとん
ど変わっておらず，帳簿の不正操作が疑われる。そのため，Ｘは株主とし
て会計帳簿等を確認して不正を明らかにするとともに，帳簿を操作した役
員に対し責任追及を行う必要がある（以下，この理由を「理由ア」とす
る）。
第2に，Ｙ会社の平成16年度以降の決算書の地代家賃及び賃借料の項目
を見ると，金額の急激な上昇とその後の上昇傾向，さらにその後の下降が
みられて極めて不自然である。その一方，Ｙ会社代表者としてその所有す
る自宅の一部をＹ会社に店舗として賃貸しており，同人は自己の所有する
自宅を不当に高く貸し付けて利益を得ている可能性が疑われるから，Ｘは
株主として不正を正して役員の責任追及を行う必要がある（以下，この理
由を「理由イ」とする）。
第3に，Ｅ及びＤは平成18年9月以降Ｙ会社に対し有利子の貸付けを行
い，利益相反取引を行っているところ，これについてのＹ会社の取締役会
の承認の手続は，Ｘから利益相反取引である旨の指摘を受けた後である平
成25年7月8日に開催された取締役会において執られたにすぎない。他に
もＥ，Ｄ又はその他の取締役とＹ会社との間の利益相反取引が行われてい
ることが推認される。Ｘは株主として貸付けの必要性を調査して不必要な
貸付けがある場合には役員に対して責任を追及する必要があり，さらに役
員との利益相反取引の有無を確認して不必要な取引があれば役員に対して
責任を追及する必要がある（以下，この理由を「理由ウ」とする）。
これに対して，Ｙ会社は次のように反論する。会社法433条1項柱書後
段は会計帳簿等閲覧謄写請求を利用した調査が容易に認められると会社の
営業に支障が生ずるだけでなく，営業秘密の漏洩，閲覧株主による会計情
報の不正利用等の危険が大きくなることに鑑み，株主に対して会計帳簿等
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閲覧謄写請求に際して請求する具体的な理由の明示を求めている。そのう
えで，請求の理由に具体的な記載が必要とされるのは，それによって会社
が閲覧謄写に応ずる義務の存否及び閲覧謄写させるべき帳簿等の範囲を判
断できるようにするとともに，株主等による探索的あるいは証拠漁り的な
閲覧等を防止して株主等の権利と会社の経営の保護とのバランスを確保す
る趣旨であるから，請求の理由は客観的にみて相当の合理性を有すること
が必要である。
ところが，Ｘが主張する請求理由はいずれも抽象的な疑いにすぎない。
また，客観的にみて相当の合理性を有するものともいえないから，本件請
求については請求の具体的な理由が明示されていると評価できないと主張
する。
本件では請求の理由と関連性のある会計帳簿等の範囲についても争われ
た。Ｘは閲覧謄写請求した会計帳簿は本件の請求の理由との関連性のある
ものであるとする。しかし，Ｙ会社はその主張も争った。
さらに，Ｙ会社は本件請求が次の理由から拒絶事由に該当すると主張し
た。Ｘの請求の目的はＹ会社がＤを相手方として提起した株券引渡請求訴
訟（以下「別件訴訟」という）で用いるための材料探しであり，Ｘは，株
主権の確保又は行使に関する調査以外の目的で会計帳簿等の閲覧謄写請求
を行っているから，会社法433条2項1号に該当する。会計帳簿等の閲覧
謄写請求は，株主の権利行使のために必要な情報の確保を図ることを可能
にすることにあるから，これにより株式の帰属を確認するというのは本末
転倒である。
Ｘの請求は合理性のない疑惑を作り挙げてＹ会社に多大な労力とコスト
をかけさせるものであり，Ｙ会社の業務の遂行を妨げ，株主の共同の利益
を害することを目的とする請求であって会社法433条2項2号に該当する。
ＸはこれまでにＹ会社から一部資料の送付を受けており，これらによって
本件の会計帳簿等の閲覧謄写請求の理由と関連性のある資料を入手してい
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るといえる。それにもかかわらず，さらに閲覧謄写を求めるＸの本件の請
求は会社法433条2項1号又は同項1号に該当するというべきである。
また，当座預金に係る平成17年9月分の勘定元帳の存否については争い
があり，Ｙ会社は次のように述べている。当座預金に係る総勘定元帳の写
しについて平成17年9月分がないのは，期末の決算月で確定するまで数か
月かかるところ，印刷を失念している間に元帳として綴じてしまい，その
後会計システムを変更した結果，出力できないためである。したがって，
これに係る電磁的記録自体は現存せず，Ｙ会社はこれに代わるものを送付
している。
こうしたＹ会社の主張に対して，Ｘは次のように再反論した。本件の請
求理由はＸが株主としてＹ会社の役員の不正を正すことであり，会社法
433条2項1号に該当しない。仮に本件の請求が別件訴訟の証拠収集のみ
を目的とするものであったとしても，別件訴訟はＸが株券の返還を受けて
ＸのＹ会社における株主の地位の確保を目的の一つとするものである。そ
れゆえに，自己の株主権の確保のために本件請求を行っていることになり，
会社法433条2項1号に該当しない。Ｘは株主としての正当な権利を主張
しているにすぎず，Ｘの請求がＹ会社の業務の遂行を妨げて株主の共同の
利益を害することを目的とするものではない。Ｘは送付を受けた資料の内
容の不当性を述べているのではなく，製薬会社を経営しているものでもな
いから，Ｙ会社の会計情報の不正利用等の動機を持つこともあり得ない。
ＸはこれまでにＹ会社から一部資料の送付を受けた。しかしながら，送
付された資料には次のような問題があり，これによっても今回の請求に係
る会計帳簿等を開示したとはいえないと主張する。まず，Ｙ会社の総勘定
元帳には相手勘定科目を「諸口」とする処理が多く会計処理が不明瞭と
なっており，対応する各勘定項目の元帳が開示されていない以上，結局開
示したことにならない。そのうえ，開示された資料のほとんどが大部分マ
スキングされている状態であり，記載内容が不明である。とりわけ，理由
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アについては，貸付金の返済として受領した4000万円の出金を明らかにし
たのみではその使途が不明であって理由アに対する閲覧謄写請求に対する
開示として十分でない。さらに当座預金に係る総勘定元帳の写しについて
は平成17年9月分がない。Ｙ会社はこれについて電磁的記録自体が現存し
ないとするが，同月分のみ存在しないことなどあり得ない。仮にないので
あれば，他の勘定項目に係る勘定元帳を開示すべきである等と主張した。
したがって，さらなる会計帳簿の閲覧謄写を請求することは会社法433条
2項1号又は同項2号に該当するものではない。
そして，Ｙ会社は，本件の請求が別件訴訟の材料収集であるから会社法
上認められた会計帳簿等の閲覧謄写請求の趣旨に著しく反するものであっ
て権利の濫用と主張する。この主張に対して，Ｘは本件の請求は全て理由
があるものであり，権利の濫用に当たらないとする。
こうした両当事者の主張に対して，長野地方裁判所松本支部平成26年7
月17日判決（金判1491号29頁）は，次のように判示してＸの請求を認容し
た。
｢会社法433条1項に基づく会計帳簿等の閲覧謄写請求の理由は，具体的
に記載されなければならないところ（最高裁平成16年7月1日第一小法廷
判決・民集58巻5号1214頁），その具体性は，会社がその理由を見て関連
性のある会計帳簿等を特定でき，拒絶事由の存否を判断しうる程度に具体
的であることが必要であると解されるが，Ｘが訴状において記載する理由
は，理由アないしウのとおりであり，アは，平成17年3月ころのＦからの
貸金の返済に関し，会計帳簿に不正操作がないかを明らかにすることを，
イは，Ｙ会社の平成16年度以降の地代家賃及び賃借料の負担が適正である
かを明らかにすることを，ウは，平成18年9月以降の取締役の利益相反取
引の有無を明らかにすることを，それぞれ理由とするものであり，理由の
具体性に欠けるところはないというべきである」
｢Ｘの会計帳簿等の閲覧謄写請求の目的がＤを相手方として提起した別
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件訴訟で使うための材料探しであるとはいえず，会社法433条2項1号所
定の拒絶事由があるとは認められない」
｢Ｙ会社は，Ｘの会計帳簿等の閲覧謄写請求は，合理性のない疑惑を作
り上げてＹ会社に多大な労力とコストをかけさせるものであり，Ｙ会社の
業務の遂行を妨げ，株主の共同の利益を害することを目的とするものであ
ると主張する。
しかしながら，理由アについては…会計帳簿の不正操作の調査の必要性
を指摘するもので，直ちに合理性のない疑惑といえるものではないし，理
由イについては…その負担が適切なものであるかの調査の必要性を指摘す
るもので，直ちに合理性のない疑惑といえるものではない。そして，理由
ウについても，平成18年度以降に現に行われた取締役の利益相反取引を根
拠に，他に利益相反取引がないかの調査の必要性を指摘するもので，直ち
に合理性のない疑惑といえるものではないから，Ｘが不合理な疑惑を作り
上げてＹ会社に多大な労力とコストをかけさせているものとはいえず，会
社法433条2項1号所定の拒絶事由があるとは認められない。
以上のとおり，Ｙ会社(ママ)には会社法433条2項1号，1号所定の拒
絶事由は認められないところ，Ｙ会社の権利濫用の主張は，結局のところ，
同じ事由について法的構成を変えて主張するにすぎないものであるから，
Ｙ会社の上記主張は採用することができない」
「そして，別紙目録11記載の会計帳簿又はこれに関する資料は理由ア
と，同目録22記載の会計帳簿又はこれに関する資料は理由イと，同目録
33記載の会計帳簿又はこれに関する資料は理由ウと，それぞれ関連性が
1 平成16年度の総勘定元帳，手形小切手元帳，現金出納帳，会計用伝票のうち，平
成17年3月ころの有限会社Ｆからの4000万円の返済に関する部分。
2 平成16年度以降から現在までの総勘定元帳，手形小切手元帳，現金出納帳，会計
用伝票のうち，地代家賃及び賃借料に関する部分。
3 平成16年9月から現在までの総勘定元帳，手形小切手元帳，現金出納帳，会計用
伝票のうち，借入に関する部分。
386 専修法学論集 第135号
あると認められる。
なお，平成16年度のＹ会社の補助元帳（短期貸付金，普通預金）は，Ｙ
会社から証拠として提出されているが，このことから直ちに目録1記載の
会計帳簿等についての閲覧謄写請求の理由がなくなるわけではない。
また…仮処分事件の審尋期日において，Ｙ会社からＸに対し，現に行わ
れた取締役の利益相反取引に関して一定の会計帳簿等が開示されたことが
認められるけれども，一部を抜粋したものが開示されたにすぎないことが
窺われ，上記資料の開示があったことをもって直ちに目録3記載について
の閲覧謄写請求の理由がなくなるわけではない。（改行）よって，Ｘの請
求は理由がある」
これを不服としたＹ会社は控訴をした。なお，Ｘは原審において原判決
別紙目録記載の会計帳簿等の閲覧謄写を請求していたが，控訴審において
閲覧謄写請求の対象を変更して請求を縮減した。
Ⅱ．判旨
原判決変更（上告・上告受理申立て）
1．請求理由の具体性
「会社法433条1項に基づく会計帳簿等の閲覧謄写請求をする株主等は，
その理由を具体的に記載しなければならない（最高裁平成15年(受)第1104
号同16年7月1日第一小法廷判決・民集58巻5号1214号参照）。そして，
株主等に理由を具体的に記載させるのは，請求を受けた会社が閲覧等に応
ずる義務の存否及び閲覧させるべき会計帳簿等の範囲を判断できるように
するとともに，株主等による探索的・証拠漁り的な閲覧等を防止し，株主
等の権利と会社の経営の保護とのバランスをとることにあると解されるか
ら，違法な経営が行われているとの疑いを調査するために上記請求をする
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場合には，具体的に特定の行為が違法又は不当である旨を記載すべきであ
ると解される。
Ｘの主張する理由アは，Ｙ会社がＦに対する貸付金4000万円の返済を受
け，平成16年度の短期貸付金は減少したものの，これと未収入金，立替金，
仮払金及び貸倒引当金の合計額は前年度とほとんど変わっておらず，帳簿
の不正操作が疑われるというものであるところ，このことのみでは，上記
返済を受けた以降の全ての資金の流れを把握するというに等しく，違法又
は不当であるとする行為が具体的に特定されているとはいい難い。もっと
も，Ｘは，ＥからＹ会社に返済された4000万円は，そのうち一部が本件普
通預金口座から当座預金口座に送金されて，さらにＦに再び送金されてい
ることを踏まえ，ＤによってＦの口座から現金等による引出しがされたこ
とが推測され，また，同様に，Ｙ会社の当座預金口座から関連会社である
Ｇに送金され，ＤによってＧの口座から現金等による引出しがされたこと
も推測される旨主張しており，Ｙ会社からその関連会社であるＦ及びＧに
対して不必要又は不適切な財貨の移動がされていないかを確認する必要が
あることを理由として主張しているものと解される。そうすると，Ｘの主
張する理由アは，ＦからＹ会社に返済された4000万円の資金についてＦ及
びＧに対する財貨の移動を通じた不正会計処理という限度において，Ｙ会
社の取締役らの問題とする行為を具体的に特定していると解することがで
きる。（改行）そうすると，Ｙ会社からＦ及びＧに対する財貨の移動を確
認する旨の理由は，会計帳簿等の閲覧謄写を請求する理由として具体性に
欠けるところはないと認められる。
Ｘの主張する理由イは，Ｙ会社代表者において，その所有する自宅の一
部をＹ会社に店舗として不当に高く賃貸して利益を得ていた可能性が疑わ
れ，責任追及を行う必要があるというものであり，会計帳簿等の閲覧謄写
を請求する理由として具体性に欠けるところはない。
Ｘは，また，平成16年度以降の決算書における地代家賃及び賃借料の金
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額について急激な上昇とその後の上昇傾向，更にその後の下降がみられ，
極めて不自然である旨を主張するところ，Ｙ会社の平成16年度以降の地代
家賃及び賃借料の負担が適正であるか否かを明か(ママ)にするというもの
であると善解することができ，この限度で具体的な請求理由を主張するも
のと認めることができる。
Ｘの主張する理由ウは，Ｙ会社代表者及びＤからＹ会社に対する有利子
の貸付けの相当性や平成18年9月以降の取締役の利益相反取引の有無を明
らかにするというものであり，会計帳簿等の閲覧謄写を請求する理由とし
て具体性に欠けるところはない」
2．請求理由と関連する会計帳簿の範囲
｢株主等による会計帳簿等の閲覧謄写請求は，請求に当たっての理由の
明示が要件とされていることからすれば，請求理由と関連性のある範囲の
会計帳簿等に限って認められると解される」
｢理由アについては…ＦからＹ会社に対する4000万円の返済の使途に関
連するものとして，Ｙ会社からＦ及びＧに対する財貨の移動を確認すると
いうものであるところ，返済された4000万円が入金されたＹ会社の…普通
預金口座から，平成17年4月14日に2000万円，平成18年4月12日に1500万
円，同年5月18日に300万円，同年7月20日に200万円が同銀行の当座預金
口座に入金されていることを踏まえれば，Ｘの主張する理由アと関連性の
ある会計帳簿等の範囲は…4000万円の貸付金の返済を受けた平成17年3月
から平成18年9月30日までの間のＦ及びＧに対する財貨の移動に係る部分
であると認められる。
Ｘは，平成17年3月より前の期間及び平成18年10月1日以降の期間の会
計帳簿の閲覧謄写を求めるが，理由アが上記貸付金の返済金の使途に係る
疑問を内容とするものであり，返済された4000万円が振り込まれた普通預
金口座から平成18年7月20日までの間に同金額が当座預金口座に入金され
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たことからすれば，平成17年3月より前の期間及び平成18年10月1日以降
の期間の会計帳簿は，理由アとの関連性を欠くというべきである。
また，Ｘは，Ｙ会社のＦ及びＧからの財貨の移動に係る部分も求めるが，
Ｆ及びＧに対する財貨の移動の確認という理由アからすれば，Ｙ会社への
財貨の移動について関連性を認めることはできない」
「理由イについては…Ｙ会社代表者のＹ会社に対する建物賃貸に係る家
賃の不当性を確認するというもの及びＹ会社の平成16年度以降の地代家賃
及び賃借料の負担が適正であるか否かを明かにするであるから(ママ)，こ
れと関連する会計帳簿の範囲は…地代家賃及び賃借料に関する部分である
と認められる」
「理由ウは…Ｙ会社代表者及びＤからＹ会社に対する有利子の貸付けの
相当性並びに平成18年9月以降の取締役の利益相反取引の有無を確認する
というものであるところ，有利子の貸付けがされていたことを踏まえた理
由であることからすれば，理由ウと関連する会計帳簿の範囲は…Ｙ会社代
表者及びＤからＹ会社に対する貸付けに関する部分であると認められる」
3．拒絶事由の該当性
「Ｙ会社は，本件の請求の目的が別件訴訟で用いるための材料探しであ
り，株主権の確保又は行使に関する調査以外のところにある旨を主張する。
この点，Ｘは，本件訴訟に先だって会計帳簿閲覧請求仮処分申立事件
（以下「仮処分事件」という。）を申し立て，保全の必要性を基礎付ける事
情として，別件訴訟への証拠提出の必要性があることを主張し，また，別
件訴訟において文書提出命令等の申立てを行い，これが却下された直後頃
に仮処分事件を申し立てたことが認められるが，Ｘは，仮処分事件におい
て，Ｙ会社の取締役の責任追及の準備や取締役の利益相反取引の有無を調
査する必要などをも主張していたのであり，そうであれば，本件の請求の
目的が別件訴訟で用いるための材料探しであると直ちにいうことはできな
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いし，他にこれを認めるに足りる証拠もない。（改行）したがって，Ｙ会
社の上記の主張は採用することができない」
「Ｙ会社は，本件の請求が，合理性のない疑惑を作り上げてＹ会社に多
大な労力とコストをかけさせるものであり，Ｙ会社の業務の遂行を妨げ，
株主の共同の利益を害することを目的とするものである旨主張するが，本
件の請求の理由としてＸの述べるところは前記のとおりであり，これ自体
が合理性のない疑惑を作り上げてＹ会社に多大な労力とコストをかけさせ
るものであることを推認させるものではないから，Ｙ会社の上記主張は採
用することができない。
もっとも，Ｙ会社は，Ｘの主張する閲覧謄写を求める理由に鑑みれば，
Ｘにおいて原審及び当審でＹ会社から送付を受けた資料によりその目的は
達せられるとして，更なる会計帳簿等の閲覧謄写を求めるＸの請求は会社
法433条2項1号及び同項2号に該当する旨を主張するので，この点につ
いて検討する。
前記のとおり，Ｘの主張する理由アに関連する会計帳簿は…平成17年3
月から平成18年9月30日までの間のＦ及びＧに対する財貨の移動に係る部
分であるところ，Ｘは，既に…本件普通預金口座から4000万円が入金され
たＡ銀行の当座預金口座に係る平成17年3月1日から平成18年9月30日ま
での期間の当座預金元帳写しの送付を受けており，その他…この期間に係
る当座預金元帳写しのうち，相手勘定項目が「諸口」とされ，出金合計額
が100万円以上のものについての当座勘定取引照合表写し並びに同照合表
中の「フリコミカワリキン」に係る振込受付書の写し，振出小切手の耳の
写し及び振出手形の耳の写しの送付を受けていることからすれば，送付を
受けた上記資料の範囲で，理由アとの関係で必要となる会計帳簿の内容に
ついては開示を受けたと認められるというべきであり，更に他の会計帳簿
の閲覧謄写を求めることは，不必要に多数の会計帳簿の閲覧謄写を求める
ものと認められ，Ｙ会社の業務の遂行を妨げるものとして会社法433条2
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項2号に該当すると解される。
もっとも，上記のとおりに送付を受けた資料によっても，Ｙ会社の定期
積金，定期預金及び普通預金の各口座からＦ及びＧに対する資金の移動に
関する部分については開示されているということはできない。そして，平
成17年9月の当座預金元帳については，現存していることを認めるに足り
る証拠はなく，これについて閲覧謄写を求めることはできないと解される
ところ，それに代わるものとして送付された同月分のＡ銀行の当座勘定取
引照合表の写しでは，少なくない金額が手形や振り込み代わり金として出
金されていることが認められるものの，その内訳を示す振込受付書，振出
手形の耳などは開示されていない。したがって，平成17年3月1日から平
成18年9月30日までの期間についての定期積金元帳，定期預金元帳及び普
通預金元帳のＦ及びＧに対する資金の移動に関する部分並びに平成17年9
月1日から同月30日までの期間についての現金元帳，売掛金元帳，長期貸
付金元帳，短期貸付金元帳及び立替金元帳のＦ及びＧに対する財貨の移動
に関する部分については，会社法433条2項2号に該当しないと解される」
「Ｘの主張する理由イと関連性が認められる範囲は…地代家賃及び賃借
料に関する部分であるところ，Ｙ会社(ママ)は，既に，資料…の送付を受
けていることからすれば，更なる閲覧謄写請求は必要性がないものについ
ての請求であると認められ，そうであれば，これに係る請求は会社法433
条2項2号に該当すると解される」
「Ｘの主張する理由ウと関連性が認められる範囲は…Ｙ会社代表者及び
ＤからＹ会社に対する貸付けに関する部分であるところ，Ｘは，既に，資
料…の送付を受けていることからすれば，これらによって，理由ウと関連
して必要となる資料の開示は受けたと認められるから，それ以上の閲覧謄
写請求は必要性がないものについての請求であると認められ，そうであれ
ば，これに係る請求は会社法433条2項2号に該当すると解される」
「よって，Ｘの請求は…会計帳簿の閲覧謄写を求める限度で理由がある
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からこれを認容し，その余は棄却すべきであるところ…会計帳簿の閲覧謄
写の請求を全部認容した原判決は一部失当であって，本件控訴は一部理由
があるから，原判決を本判決第1項のとおり変更する」
Ⅲ．研究
結論には賛成であるが，その理由付けに一部疑問がある。
1．本判決の意義
本判決は，第1に会計帳簿の閲覧謄写請求について請求の理由の具体性，
第2に別件訴訟の証拠とするため等の言動があった場合及び会計帳簿閲覧
謄写請求の請求理由との関係ですでに開示を受けている場合の拒絶事由に
該当するか否かが問題となった事案である4。本事案において，裁判所は
詳細かつ丁寧な事実認定を行ったうえで，請求理由等を勘案して会計帳簿
閲覧謄写請求の対象となる範囲を判断しており，重要な意義を有するもの
と考えられる。
会計帳簿閲覧謄写請求権の行使については，株主と会社との間で利害対
立が生じることが多く5，その請求理由等を争点とした判例が蓄積されて
いる。もとより，会計帳簿閲覧謄写請求権を中心とした株主の会社情報の
4 本件の評釈として，出口正義「判批」リマークス54号94頁（2017年），寺前慎太
郎「判批」信州大学経法論集2号173頁（2017年），三浦治「判批」月刊税務事例49
巻6号52頁（2017年），山下徹哉「判批」法教433号156頁（2016年）等がある。な
お，本件は閲覧謄写請求の訴えを提起した事案であるが，民事保全法23条2項に基
づいて会計帳簿閲覧謄写の仮処分を申し立てることもできる。この点に関する論稿
としては，青竹正一「株主の会計帳簿・株主名簿の閲覧謄写請求と仮処分」小出
篤＝小塚荘一郎＝後藤元＝潘阿憲編『前田重行先生古稀記念 企業法・金融法の新
潮流』177頁（商事法務，2013年）等がある。
5 山口和男＝垣内正「帳簿閲覧請求権をめぐる諸問題」判タ745号5頁（1991年）
参照。
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収集権は，近時のコーポレート・ガバナンス（企業統治）の向上に向けた
動向を背景として様々な議論が活発となっている6。そこで本稿では，ま
ず，会計帳簿閲覧謄写請求権の意義等を確認する。次いで，判例の動向等
を整理したうえで，本判決の分析を行う。
2．会計帳簿閲覧謄写請求権の意義等
本件は株主が会社に対する会計帳簿閲覧謄写請求権の行使（会社法433
条1項）の可否が争点となった事案である。そもそも，株主が直接に会計
帳簿等の閲覧謄写を請求できる制度は比較的稀であるといわれるが，会計
帳簿閲覧謄写請求権は取締役の責任追及の訴えを提起するための必要な調
査をなす場合等に重要な役割を果たす株主権である7。
会計帳簿閲覧謄写請求権はその意義として次のように考えられている8。
株主は取締役等の責任追及のための株主代表訴訟提起権といった会社の業
務執行に対する各種の監督是正権を有している。そうした種々の監督是正
権を有効かつ適切に行使するために，株主は会社の業務及び財産の状況に
関する正確で詳細な情報を入手しておく必要がある。
6 たとえば，中東正文「株主による会社の書類への直接的アクセス」金判1509号1
頁（2017年）。
7 江頭憲治郎『株式会社法（第7版）』707頁（有斐閣，2017年）。ただ，会計帳簿
閲覧謄写請求権の行使に慎重な見解として，西山芳喜「株主の会計帳簿閲覧謄写請
求権と商業帳簿制度との関係」平出慶道ほか編『菅原菊志先生古稀記念論集 現代
企業法の理論』455頁（信山社，1998年）がある。なお，金融商品取引法上の情報
開示との関係については，上村達男「公開会社の法理と株主の経営監督機能」森淳
二朗編集代表『蓮井良憲先生・今井宏先生古稀記念 企業監査とリスク管理の法構
造』252-253頁（法律文化社，1994年）を参照。
8 江頭憲治郎＝弥永真生編『会社法コンメンタール10─計算等⑴』131頁［久保田
光昭］（商事法務，2011年），上柳克郎＝鴻常夫＝竹内昭夫編集代表『新版注釈会社
法⑼─株式会社の計算⑵』201頁［和座一清]（有斐閣，1988年），奥島孝康＝落合
誠一＝浜田道代編『新基本法コンメンタール 会社法2（第2版）』401頁［出口正
義]（日本評論社，2016年）参照。
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そこで会社法は計算書類及びその附属明細書の閲覧権を株主に付与して
いるが（会社法442条3項），計算書類等はオリジナルな会社情報ではなく
概括的な記載内容にとどまるため，会社の経理について必ずしも十分な情
報を提供するものとはいえない。それゆえに，株主が直接に会計帳簿及び
これに関する資料の閲覧謄写を請求する権利を有していると説明される。
この権利は株主の監督是正権を行使するための前提ないし手段となる権利
であって，開示請求権に属するとされている。
3．請求理由の具体性
⑴ 請求理由の具体性の必要性
本件では，まず，株主が会計帳簿の閲覧謄写を請求する理由の具体性が
争点となった。株主は会計帳簿の閲覧謄写請求権の行使を会社に請求する
際，当該請求の理由を明らかにしなければならない（会社法433条1項後
段)9。
この点につき，会計帳簿閲覧謄写請求をする株主に請求理由等が争点と
なった最高裁平成16年7月1日第一小法廷判決（民集58巻5号1214号。以
下「最高裁平成16年判決」という）で次のような判示がされている10。
9 なお，平成17年改正前商法は請求理由を付した書面又はこれに代わる電磁的方法
をもって請求しなければならなかったが（平成17年改正前商法293条ノ6第2項，
第3項），会社法ではそうした規定は設けられていない（江頭＝弥永編・前掲(注
8)138-139頁［久保田光昭]）。その他の改正点については，相澤哲編著『一問一答
新・会社法（改訂版）』145-146頁（商事法務，2009年）を参照されたい。
10 最高裁平成16年判決以前に，高松高裁昭和61年9月29日判決（判時1221号126頁）
が，会計帳簿閲覧謄写請求において理由の付記を要求した趣旨について会計帳簿等
の閲覧謄写をさせることは「会社の運営上極めて重大な事柄であって手続を慎重に
させるとともに，相手方である会社において，閲覧等に応ずべき義務の存否又は閲
覧等をさせなければならない会計の帳簿及び書類の範囲などの判断を容易にするこ
とにあると解される」とする。そのうえで新株の発行その他会社財産が適正妥当に
運用されているかという請求理由に対して，「極めて抽象的な事項であって…閲覧
請求の目的を具体的に示しているとは到底いえない」として株主の訴えを棄却して
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「請求の理由は，具体的に記載されなければならないが…請求をするため
の要件として，その記載された請求の理由を基礎付ける事実が客観的に存
在することについての立証を要すると解すべき法的根拠はない」と述べて
いる。
この判決は，最高裁として初めて会計帳簿の閲覧謄写請求に要求する理
由の記載につき，具体的に記載されなければならないことを正面から説示
した。そのうえで，株主がその記載した理由を基礎付ける事実の証明は要
しないことを明確にしたものとして位置付けられている11。
学説も最高裁平成16年判決と同様に具体的記載が要求されているとす
る12。こうした要求がされている理由は次のように考えられている13。す
なわち，会社の営業に支障をきたす恐れがあるから手続を慎重にさせて，
会計帳簿の閲覧目的を具体化してこそ，会社は閲覧請求に拒絶事由が存し
ないかどうかについて判断できる。それとともに，閲覧目的との関連から，
閲覧させるべき会計帳簿等の範囲を特定ないし限定する必要があるためで
いる。その上告審である最高裁平成2年11月8日判決（判時1372号131頁）はこれ
を是認した。ただ，この判決は，松並重雄「最判解」『最高裁判所判例解説民事篇
平成16年度(下)』397頁（法曹会，2007年）によれば，請求理由を具体的に記載し
たものとはいえないとする事例判断であったとされている。
11 松並・前掲(注10)409頁。ちなみに，請求理由については，株主が複数の閲覧目
的を有していた場合の会社の対応も問題となる。この点については，近藤光男『会
社支配と株主の権利』193頁以下（有斐閣，1993年）を参照。
12 江頭・前掲(注7)709頁，田中亘『会社法』447頁（東京大学出版会，2016年），
松田二郎＝鈴木忠一『條解株式會社法 下』459頁（弘文堂，1952年），大隅健一
郎＝今井宏『会社法論 中巻（第3版）』505頁（有斐閣，1992年），小橋一郎「帳簿
閲覧権」田中耕太郎編『株式会社法講座 第4巻』1464頁（有斐閣，1956年），山
口＝垣内・前掲(注5)8頁等。なお，新山雄三『株式会社法の立法と解釈』318頁
（日本評論社，1993年）は，会社がいかなる会計帳簿を閲覧等に供するために準備
すべきかをある程度限定するのに役立つ程度のもので足りると述べている。
13 江頭＝弥永編・前掲(注8)139頁［久保田光昭]，岩原紳作「判批」ジュリ1056号
157頁（1994年）。本間照雄「株主の帳簿閲覧権」鴻常夫ほか編『演習商法（会社）
下巻』645頁（青林書院，1986年）も参照。
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ある14。ただ，取締役の違法行為や責任の有無は，会計帳簿の調査によっ
て実際の具体的な内容が明らかになる。したがって，請求理由の高度な具
体性という要求は，株主が会計帳簿閲覧謄写請求権を行使する機会を著し
く制限するために妥当ではないとされている15。
ところで，近時の有力な学説は請求理由の具体的な記載を求める論拠に
ついて従来の学説に加えて次のように説明する。すなわち，具体的に理由
を記載しなければならないこととしているのは，株主の知る権利と会社経
営の保護のバランスをとるために，株主にある程度具体性のある閲覧目的
があって株主の閲覧の必要性がより具体的でかつ大きいと考えられる場合
に限って閲覧が認められるとする16。
⑵ 判例の動向
会計帳簿の閲覧謄写の請求理由に具体性があるとされた近時の事案とし
て，次の3つの事件が挙げられる17。第1に，東京地裁平成21年3月26日
判決（判例集未搭載。LLI/DB 06430124）がある。同事件で株主は，次の
ような理由で会計帳簿の閲覧謄写を請求した。株主は会社が会計処理上の
疑問点等を具体的に示したうえで，それらが取締役に課されている善管注
意義務に違反する可能性が高く，株主として違法行為差止請求又は責任追
及の訴え提起を検討するために必要であるという理由で会計帳簿の閲覧謄
14 前田雅弘「判批」商事1207号25頁（1990年）は，閲覧の対象となる会計帳簿の範
囲を限定するところに重要な意味があると述べている。
15 藤井俊雄「帳簿閲覧権」龍田節ほか『演習会社法』228頁（有斐閣，1983年），前
田・前掲(注14)26頁。
16 岩原・前掲(注13)157頁。もっとも，三浦・前掲(注4)55頁は，株主等の権利と
会社の経営の保護とのバランスをとるということは，会計帳簿閲覧謄写請求権全体
を貫く指針であって，特に請求理由の具体性だけという問題というわけではないと
述べている。
17 判例の展開につき，「本判決の Comment」金判1491号21頁（2016年）及び寺前・
前掲(注4)179-181頁を参照。
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写請求をした。これに対して裁判所は「閲覧謄写を応じる義務ないし拒絶
事由の存否及び閲覧謄写させるべき会計帳簿等の範囲を判断できる」とし
て，請求理由の具体性を肯定した。
第2に，東京地裁平成23年12月27日判決（判例集未搭載。LLI/DB
06630656）がある。同事件で株主は，会社に粉飾決算の疑いがあり，会社
代表者Ａが不当に多額の報酬を受領している可能性があるから，取締役に
対する責任追及のための調査を目的として会計帳簿の閲覧謄写請求をした。
この事案で裁判所は「取締役に対する責任追及のための調査という目的と
関連性のある会計帳簿等の閲覧謄写を請求する理由の記載として，その具
体性にかけるところはない」として株主の請求を認めている。
第3に，名古屋地裁平成24年8月13日決定（判時2176号65頁)18がある。
同事件は会社の取締役が会社等の名義の銀行口座から多額の現金を引き出
している等の事情から，株主として取締役に会社法423条に基づく損害賠
償責任を追及する株主代表訴訟を提起する前提として株主が会計帳簿等の
閲覧謄写を求めた。この理由につき，裁判所は「かかる目的は請求の理由
として十分に具体的かつ特定されたものということができる」としている。
その一方で，請求理由に具体性がないとした事例として，まず，東京地
裁平成18年11月22日判決（判例集未搭載。LLI/DB 06134745）がある。こ
の事件で株主は会社代表者に特別背任行為をしていること及び会社の実体
がわからないことを理由に会計帳簿の閲覧謄写請求をした。この理由につ
き，裁判所は具体性に欠けると述べている。
次いで，名古屋高裁平成19年8月23日判決（判例集未搭載。LLI/DB
06220578）がある。この事件で株主は売上金がないのに経費のみが費消さ
れている等を理由に，取締役の任務懈怠が強く推認されるためにその有無
の調査を目的として会計帳簿等の閲覧謄写を求めた。裁判所は，この理由
18 同事件の評釈として，野田耕志「判批」ジュリ1477号91頁（2015年）がある。
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について「具体的に特定の行為の違法又は不当を指摘するものではなく…
取締役の業務執行全体における任務懈怠という抽象的，一般的な違法性を
指摘するにとどまるものといわざるを得ない」として，理由の具体性がな
いと判断している。
会計帳簿閲覧謄写に係る請求理由の具体性に関する判例を概観すると，
上記の判例全てに共通しているのが監督是正権の行使を目的としている。
ただ，具体性が肯定された事案では株主の主張する違法行為に具体的に明
示されているのに対して，否定された事案では違法行為を抽象的に指摘し
ているにすぎない。その点が具体性の有無に係る判断基準といえよう。
⑶ 学説の状況と本判決の分析
近時の判例の動向からも明らかなように，会計帳簿の閲覧謄写について
提示された理由に具体性が必要であることには異論はなく，本判決及び最
高裁平成16年判決もこの見解に依拠しているものと思われる19。ただ，請
求理由の具体性については学説でも見解が分かれている。たとえば，単に
株主の権利の確保又は行使に関しての調査という理由や株主としての利益
の擁護という理由，あるいは会計の調査という理由は認められないとされ
てきた20。これに対して，取締役の不正行為の疑いに関する調査，業務執
行の適否，合併あるいは減資の要否，代表訴訟の要否の調査，経理上の疑
問点解明等といった理由は適法な理由であるとする見解もある21。こうし
た理解の分かれる点が多いため，その内容については今後の事例の集積に
よるとされている22。
19 松並・前掲(注10)397頁。
20 大隅＝今井・前掲(注12)505頁，松田＝鈴木・前掲(注12)459頁，本間・前掲(注
13)645頁。
21 藤井・前掲(注15)228頁。
22 久保大作「判批」岩原紳作＝神作裕之＝藤田友敬編『会社法判例百選（第3版）』
159頁（有斐閣，2016年）。
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これとの関連で，最高裁平成16年判決は取締役が違法な経理処理を行っ
ているといった請求理由を基礎付ける事実の客観的な存在についての立証
は要しないとする。これは会計帳簿等の会社情報の調査後に予定された株
主権の行使を通じてその有無を明らかにしようとしているからであると説
明される23。会計帳簿閲覧謄写請求権は，請求理由を基礎付ける事実を立
証する材料を得る目的で行うものであるから，請求時点で請求理由（を基
礎付ける事実）の立証を要すると解するのは背理であるとも指摘される24。
本件で裁判所も，第一審判決及び控訴審判決のいずれにおいても，会計
帳簿閲覧謄写請求をする株主に請求理由等が争点となった前述の最高裁平
成16年判決を引用しつつ，その請求理由の記載に具体的に特定な行為が違
法又は不当である旨の記載をすべきであると判示している25。そのうえで，
会計帳簿閲覧請求の3つの理由に係る具体性を判断している。
第1に，裁判所は会計帳簿の不正操作が疑われるという理由につき，第
一審判決では具体性に欠けないとした。それに対して，本判決は上記の理
由のみでは具体性を欠くとしつつ，不必要又は不適切な財貨の移動がなさ
れていないかの確認の必要性という理由は財貨の移動による不正会計処理
という限度で請求理由の具体性を肯定した。この違いについては，次のよ
うに指摘されている。すなわち，第一審は請求理由の拒絶事由の存否及び
閲覧謄写させる範囲を判断できる点に着目している。他方で，本判決はそ
れに加えて株主による証拠漁り的な閲覧等を防止し，株主等の権利と会社
の経営の保護とのバランスも考慮して判断している。この点が判断の違い
に影響を与えたといわれる26。
23 江頭＝弥永編・前掲(注8)139頁［久保田光昭]。
24 田中・前掲(注12)448頁，沢野直紀「判批」判評559号（判時1897号）193頁
（2005年）。なお，髙橋美加ほか『会社法（第2版）』358頁［久保大作］（弘文堂，
2018年）も参照。
25 出口・前掲(注4)97頁。
26 山下・前掲(注4)156頁。寺前・前掲(注4)183頁は，対象期間の終了時点が平成
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この点については，次のような指摘もある。本判決で裁判所が理由アを
帳簿の不正操作が疑われるという点とＸが株主として会計帳簿等を確認し
て不正を明らかにするとともに帳簿を操作した役員に対して責任追及を行
う必要があるという点でＸの請求理由を別個の独立した理由であるかのよ
うに解している点に疑問が提起されている27。ただ，会計帳簿の閲覧謄写
請求は責任追及の対象となる事実の具体性が問題とされているのであって，
裁判所は請求理由を分けたのではなく，裁判所は前者のみを問題としてい
たものと思われる。
第2に，Ｙ会社代表者が所有する自宅の一部をＹ会社に店舗として不当
に高く賃貸して利益を得ていた可能性が疑われるために取締役への責任追
及を行う必要があるという理由の具体性を認めた。第3に，Ｙ会社代表者
及びＤからＹ会社に対する有利子の貸付けの相当性や平成18年9月以降の
取締役の利益相反取引の有無を明らかにするという理由の具体性も肯定し
ている。これらについては，株主が責任追及の対象となる違法行為あるい
は利益相反取引を具体的に主張しているために請求理由の具体性が認めら
れたものと解される。
4．請求理由と関連する会計帳簿の範囲と拒絶事由
⑴ 判例の立場
本件の原判決は，請求した会計帳簿等の全ての閲覧謄写を認めた。これ
に対して，本判決で裁判所は請求理由を検討するとともに会社から送付さ
れた会計帳簿等の勘案したうえで，閲覧謄写の対象となる会計帳簿の範囲
18年9月30日としたことを判決文の中で明らかにされるべきであったと述べている。
しかし，裁判所の認定事実としてＹ会社の会計年度は10月1日から翌年9月30日ま
でとされているところ，当座預金口座に入金された平成18年7月20日に係る会計年
度を基準にし，請求目的である入金後の財貨の移動を確認することも併せて考慮し
て，対象期間の終了時点を平成18年9月30日にしたとも考えられる。
27 出口・前掲(注4)97頁。
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を判断した28。
この点につき，裁判所は，たとえば，仙台高裁昭和49年2月18日判決
（高民集27巻1号34頁）で次のように述べている。「株主が同条（筆者注：
商法293条ノ6）に基づき裁判上その請求権を行使する場合は，当事者双
方に対し，攻撃，防禦方法を適正に行使させる上から，対象物を単に会計
の帳簿及び書類と申立てるのみでは足らず，例えば何年度の如何なる帳簿
及び書類であるかを具体的に特定する必要があるものと解するのが相当で
あり，このことは裁判の既判力，執行力の面からも当然に要請されるとこ
ろである」とする29。
また，高松高裁昭和61年9月29日判決（判時1221号126頁）においても，
次のように述べられている。すなわち，「株主の調査の目的と関係のない
会計の帳簿又は書類についてまで，会社が閲覧等を受忍しなければならな
い実質的な理由は見出だし難く，会社はこのような無関係な帳簿又は書類
については株主の閲覧等の請求を拒絶できるというべきである」とする。
そのうえで，「法は，閲覧等の請求書に，例えば何年度のどの帳簿という
ように閲覧の対象を明示して請求することを当然の前提としているものと
解するのが相当である」と判示している。ただ，この事案は請求株主が会
社であるとともにいわゆるプロ株主である可能性があったという特殊性が
判断に影響を及ぼしたものとも推測されており，事例判決と解すべきであ
るとも主張されている30。
28 ちなみに，本件では争点となっていないが，会計帳簿閲覧謄写請求権の対象範囲
自体についても議論がある。会計帳簿閲覧謄写請求権の対象となる範囲に関する学
説及び判例の展開につき，さしあたり，江頭＝弥永編・前掲(注8)137-138頁［久
保田光昭］を参照されたい。
29 この判決を支持する見解として，田中誠二『三全訂会社法詳論 下巻』915頁（勁
草書房，1994年），河本一郎『現代会社法（新訂第9版）』670頁（商事法務，2004
年）。
30 上田純子「会計帳簿閲覧権と業務執行検査役選任請求権」石山卓磨監修『検証判
例会社法』475頁（財経詳報社，2017年）。
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なお，閲覧対象の特定の方法につき，東京高裁平成18年3月29日判決
（判タ1209号266頁）で，裁判所は次のように述べている。すなわち，「閲
覧謄写の範囲は，判決の主文において客観的に明確でなければなら」ない
と述べている。さらに，閲覧謄写の対象となる会計帳簿の範囲については，
裁判所の釈明権の行使（民事訴訟法149条1項）にも期待がされている31。
⑵ 学説の展開等
学説においては，請求理由によって閲覧の対象となる帳簿等の範囲が限
定されるか否かが問題とされた32。この問題に対して学説は，次の2つの
見解があった。まず，理由の付記が要求されている以上，株主はこれと関
連性のない帳簿等の閲覧は認められないとする見解である33。次いで，株
主が一定の理由をもって閲覧の請求をする限り，その理由と関係のある帳
簿等の閲覧謄写ができるとしつつ，株主が不必要な帳簿等の閲覧謄写を求
めた時は会社がそれを立証してその請求を拒絶できるとする見解である34。
これに対して，次のような学説もある。すなわち，株主は会社が作成及
31 上田・前掲(注30)475頁。岸田雅雄「判批」商事823号31頁（1978年）も，前述の
仙台高裁昭和49年2月18日判決において，裁判所の釈明権の行使が適正になされた
かについて疑問を提起している。
32 会社情報の閲覧謄写の範囲については，取締役会議事録においても生じうる。す
なわち，取締役会議事録の閲覧謄写の許可申請においては権利行使の要件を判断す
るために対象となる議事録を特定する必要がある。しかし，会社の内部者ではない
株主はどのような議事録が存在するかわからないのが通常であり，対象議事録を具
体的に特定することには困難がある。そこで，東京地裁平成18年2月10日決定（判
時1923号13頁）はその特定の程度につき，議事録の閲覧謄写の範囲をその他の部分
と識別できる程度でよいとしている。この点については，酒巻俊雄＝龍田節編集代
表『逐条解説会社法 第4巻機関・1』593-594頁［早川勝]（中央経済社，2008年），
森本滋『企業統治と取締役会』281-282頁（商事法務，2017年）を参照。
33 松田＝鈴木・前掲(注12)459頁，大隅＝今井・前掲(注12)504頁。
34 山口＝垣内・前掲(注5)8頁，大隅健一郎＝大森忠夫『逐条改正会社法解説』
464頁（有斐閣，1951年），小橋・前掲(注12)1463頁，1464頁注4。
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び管理している会計帳簿ないし資料の状況を容易に知り得ないのが通常で
ある。したがって，原則としてはその全てについて閲覧請求をできるとす
る。その一方で，会社としては閲覧目的と無関係な会計帳簿及び資料の範
囲の立証によってその閲覧を拒絶できると解すべきであるとも主張され
る35。
会計帳簿の閲覧謄写に係る裁判実務では次のように考えられている36。
会社法433条1項は株主に対して請求理由と関連する範囲の会計帳簿等の
閲覧謄写する権利を認めているにすぎないと解されるとされている。した
がって，関連性については閲覧謄写請求権の発生原因事実として株主が主
張すべきであると考えられている。
ただ，株主が訴え提起段階から会計帳簿等の詳細な特定は困難である。
それゆえに，訴状段階の特定がある程度包括的ないし概括的なものにとど
まるのはやむを得ないとされる。そこで，実際の訴訟では，株主が可能な
限りにおいて，請求理由と関連すると思われる会計帳簿等を特定して請求
していくことになるとする。もっとも，会社が請求された会計帳簿等の存
否や請求理由との関連性に関する反論により，請求対象は自ずと限定され
ていくとされている。
そして，会計帳簿等の閲覧謄写の特定を関連性の主張立証責任の問題と
するならば，仮に株主が対象物を全く特定せず請求してきた場合であって
も，請求理由が具体的に記載されていれば，対象不特定のみを理由として
全部が棄却（又は却下）されることはないとする。その場合は請求理由と
関連性がない会計帳簿等に係る請求が関連性についての主張立証がないこ
35 江頭＝弥永編・前掲(注8)139頁［久保田光昭]，江頭・前掲(注7)710頁注1，
久留島隆「株主の会計帳簿閲覧・謄写請求権行使と問題点」法研66巻1号270頁
（1993年），石井照久『会社法下巻（商法Ⅲ）』245頁（勁草書房，1967年）上柳ほか
編・前掲(注8)211頁［和座一清]，大隅＝今井・前掲(注12)504頁。
36 東京地方裁判所商事研究会編『類型別会社訴訟Ⅱ（第3版）』674-676頁［俣木泰
治]（判例タイムズ社，2011年）参照。
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とを理由に棄却されるにすぎないと解されている。
こうした裁判実務に対して，本判決の特徴としては，次の点が挙げられ
る。本判決で裁判所は株主の主張立証がないことを理由に請求を棄却した
のではなく，後述するように拒絶事由に該当することを理由に閲覧の対象
範囲を限定している。こうした拒絶事由の柔軟な適用は今後の会計帳簿に
係る紛争の解決手段として有益なものと思われる。
⑶ アメリカ法との関係等
わが国の会計帳簿閲覧謄写請求権は上述のような要件のもとで当該権利
行使の認否を判断している。それに対して，会計帳簿閲覧謄写請求権の主
なモデルとされているアメリカ会社法においては，株主による当該権利行
使をどのような要件でその認否の判断しているのであろうか。たとえば，
州会社法の模範として提供されている模範事業会社法（Model Business
Corporation Act）は，1950年の公表当時から会社情報の収集権の行使に際
して請求目的の明示を要求していた。その後，同法1969年改正でそれに加
えてその目的と関連する会社情報の調査に限定した。
さらに，模範事業会社法の抜本改正となった1984年改正でそれまでの要
件が一層具体的なものとなった。すなわち，会計帳簿の閲覧謄写請求は，
第1に善意で（in good faith）かつ正当な目的のために（for a proper
purpose）され，第2に合理的な特定性をもって調査の目的及び調査を求
める記録の明示がされており，第3に請求目的と直接に関連があることを
要件とする。
また，後述するように，本件は会計帳簿の調査範囲について拒絶事由を
適用して，その範囲を画定している。それに対して，模範事業会社法は，
1984年の改正で会計帳簿等の会社情報の収集権を用いた株主による阻害行
為から会社を保護するために，裁判所に対して株主が当該権利行使によっ
て得られた情報の利用並びに配布の制限する権限を付与した。こうした権
会計帳簿閲覧謄写請求に係る請求理由の具体性 405
限は株主による会社情報の不正利用の抑止のみならず，機密性の高い会社
情報の収集に係る収集範囲の明示や権利行使目的との関連性という要件の
実効性を高めるとともに企業秘密の保持にも有益な規定と考えられた37。
5．拒絶事由の該当性等
⑴ 拒絶事由の意義
本事案で，会社は株主の会計帳簿閲覧謄写請求が拒絶事由に該当すると
主張した。原判決はその主張を排斥したが，本判決では会社の主張の一部
を認めている。そもそも，会社は株主の会計帳簿の閲覧謄写請求が会社法
433条2項各号の規定する拒絶事由に該当することを立証した場合は当該
請求を拒絶できる。
この拒絶事由の根底には株主の権利一般の行使に関する基本原則を示し
ているといわれる38。すなわち，株主の権利の行使に関する一般的原理を
特に会計帳簿閲覧謄写請求権について宣明したものが会社法433条2項1
号及び2号であって，3号以下の理由は1号及び2号の一般的基準の具体
的ないし細目的な適用を規定したものにすぎないとされている39。
37 アメリカの模範事業会社法における株主による会社情報の収集権に関するこの点
の詳細については，拙稿「アメリカの1969年改正模範事業会社法と株主の会社情報
の収集権～改正の経緯とその展開を中心に～」専修法研論集58号72頁以下（2016
年），同「アメリカの1984年改正模範事業会社法と株主の会社情報の収集権～改正
の経緯とその特徴の検討を中心に～」専修法研論集60号33頁以下（2017年）を参照
されたい。
38 大隅健一郎『新版 会社法の諸問題』161頁（有信堂，1983年）。ちなみに，株主
による会社情報の収集権の行使が権利濫用にあたるとした判例として，株主名簿の
閲覧謄写を求めた事案であるが，最高裁平成2年4月17日第三小法廷判決（判時
1380号136頁）がある。同事件で，裁判所は「株主は，会社の営業時間内であれば，
いつでも株主名簿の閲覧又は謄写を請求することができるが，株主名簿の閲覧又は
閲覧の請求が，不当な意図・目的によるものであるなど，その権利を濫用するもの
と認められる場合には，会社は株主の請求を拒絶することができる」とした。
39 上柳ほか編・前掲(注8)219頁［和座一清]，鈴木竹雄＝竹内昭夫『会社法（第3
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本事案で適用が問題となったのは会社法433条2項1号及び2号であ
る40。まず，同項1号は株主が株主としての利益とは無関係な純個人的な
利益のために会計帳簿等の閲覧を請求した場合であると考えられている。
本件では，株主が責任追及の対象となる事実を指摘したうえで会計帳簿の
閲覧請求をしていたため，裁判所はこの点に関する会社の主張を排斥した
ものと思われる。
次いで，同項2号は嫌がらせのために不必要に多数の会計帳簿等の閲覧
を求め，又は不必要に多数の株主が同時に閲覧を求めるような場合である
とされている。本号の適用に際しては，株主の主観的意図を必要とせず，
客観的にみて会社業務の運営を妨げる場合又は株主共同の利益を害する場
合が該当するものと考えられている41。本事案でみると，株主は判決を得
るまでに閲覧を請求していた会計帳簿等の一部を会社から送付されており，
その部分についても閲覧を請求することを裁判所は会社業務の運営を妨げ
る場合にあたると考えたのであろう。
⑵ 判例の展開
本判決において，裁判所の拒絶事由の適用については次のような指摘が
されている。すなわち，上記のように請求の理由による閲覧謄写の範囲を
肯定し，その範囲の特定を株主に求めている。ただ，株主は会社の有する
会計資料内容を知り得ないことを前提として包括的ないし概括的な画定に
とどめ，そのうえで具体的な資料の要否を判断できる限りで拒絶事由を理
版）』288頁（有斐閣，1994年）。この点については，正井章筰「株主の帳簿閲覧請
求権の行使をめぐる問題点」判タ917号170頁（1996年）も参照。
40 拒絶事由の趣旨については，江頭＝弥永編・前掲(注8)141-142頁［久保田光昭］
を参照。
41 実方正雄「少数株主権の濫用」末川先生古稀記念論文集刊行委員会編『権利の濫
用 中』152頁（有斐閣，1962年），上柳ほか編・前掲(注8)219頁［和座一清]，大
隅＝今井・前掲(注12)509頁。
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由として閲覧謄写の範囲を限定しているとされている42。もっとも，その
実質としては，株主の請求が拒絶事由に該当するという立証責任は会社が
負っていると解されているところ，会社が閲覧目的に鑑みて不要な会計帳
簿等の範囲を立証して請求を拒否できるとする学説43との相違は実質的に
は大きくないと評価されている44。
とはいえ，これまでの多くの判例では拒絶事由が適用される場合にはそ
もそも閲覧請求自体を拒絶していた。それに対して，本判決は株主の閲覧
対象範囲の画定に拒絶事由を適用している。この点に本判決の特徴があっ
て興味深い点である。
これとの関連で，計算書類に関する事案であるが，東京高裁昭和58年3
月14日判決（判時1075号156頁）がある。この判決では，計算書類等の閲
覧又は謄抄本交付請求訴訟において，会社側から問題の計算書類等の原本
が書証として法廷に提出され，相手方にその写しが交付された時は，会社
は計算書類等の閲覧又は謄抄本交付義務の履行を終えたものであると判示
した。さらに，東京地裁平成27年7月13日判決（金判1480号51頁)45でも，
裁判所は会社が「計算書類等の謄本を交付したことは当事者間に争いがな
い。そうすると…謄本交付請求に対する義務の履行を終えたものと認めら
れるから…謄本の交付を求めるＸの請求は理由がない」とする。
株主が会社から送付を受けた資料により会計帳簿の閲覧謄写と同様の目
的を達成することができるのであれば，株主がさらに会計帳簿の閲覧謄写
42 山下・前掲(注4)156頁。
43 前掲(注16)及びそれに対応する本文を参照。
44 山下・前掲(注4)156頁。
45 同事件の評釈として，前田修志「判批」ジュリ1521号126頁（2018年），弥永真生
「判批」ジュリ1489号2頁（2016年），吉田正之「判批」金判1504号2頁（2016年）
等がある。この控訴審判決である東京高裁平成27年11月11日判決（判例集未搭載）
の評釈として，片木晴彦「判批」平成28年度重判解（ジュリ1505号）114頁（2017
年）がある。
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を求めるのは会社に過度の負担を強いることになりかねず，会社業務を阻
害する可能性も否定できない。したがって，その点については拒絶されて
しかるべきなのかもしれない。
⑶ 会計帳簿の不作成
ちなみに，本判決の争点と直接の関連はないが，裁判所は「平成17年9
月の当座預金元帳については，現存していることを認めるに足りる証拠は
なく，これについて閲覧謄写を求めることはできないと解される」と述べ
ている。判決の時期は現存していないとする会計帳簿の保存期間である10
年を徒過しており，判示している内容も当然であると考えられるが，こう
した裁判所の理解は重要な問題を提起するものといえなくない46。
保存期間を徒過した会計帳簿の閲覧等に関連する判例としては，競業者
である株主の会計帳簿の閲覧謄写請求の具体的意図ないし主観的要件の要
否が問題となった最高裁平成21年1月15日第一小法廷決定（民集63巻1号
1頁）の原審である名古屋高裁平成20年8月8日判決（民集63巻1号31
頁）で次のように述べられている。「保存期間を経過した帳簿等であって
も，現に保管されている場合は閲覧等を拒むことができない」とする。
その一方で，計算書類等に関する事案であるが，前述の東京地裁平成27
年7月13日判決で裁判所は次のように判示している。すなわち，「会社が
計算書類等を作成していない場合において，株主が会社に対して，同項に
基づいて計算書類等を作成することまで請求することはできないと解され
る」として，株主の請求を棄却している。
そもそも，監督是正権を行使するための手段的権利として会計帳簿閲覧
46 なお，会計帳簿等は会社の秘密保持の要請が強く働くゆえに会社に保存義務は課
しているが，備置義務を定める規定がないとともに会社に拒絶事由を認めていると
されている（上田純子「判批」岩原紳作＝神作裕之＝藤田友敬編『会社法判例百選
（第3版）』160頁（有斐閣，2016年））。
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謄写請求権が認められている。それにもかかわらず，本判決がいうように
会計帳簿が存在しないという理由で当該権利行使ができないとなるとこの
権利が画餅となってしまう。ひいては，株主が監督是正権を行使する機会
を逸してしまうことになりかねない。この点に関する整備も必要になるの
かもしれない47。
6．結びに代えて
本判決は，第1に会計帳簿の閲覧謄写請求について請求の理由の具体性
について，最高裁平成16年判決を引用したうえで，事案の事実を丁寧に検
討して閲覧の認否及びその対象について判断をした。第2に別件訴訟の証
拠とするため等の言動があった場合及び会計帳簿閲覧謄写請求の請求理由
との関係ですでに開示を受けている場合の拒絶事由に該当するか否かにつ
き，まず，本件の請求の目的が別件訴訟で用いるための材料探しであると
いうことはできないとする。次いで，すでに開示を受けている会計帳簿の
閲覧謄写は拒絶事由に該当するとしてその閲覧謄写を認めなかった一方で，
請求目的と関連する開示されていない会計帳簿の閲覧謄写を認めた。
会計帳簿閲覧謄写請求権については，平成5年商法改正における議論で
も，その主なモデルと考えられているアメリカでは，権利行使目的に必要
な範囲への限定や他者に見せてはならないといった条件を付すという極め
て柔軟な対応が行われることが通常であるとされている。それに対して，
わが国では株主の当該権利行使を拒絶した場合，その拒絶の当否は裁判所
による訴訟事件としての判断となり，事案に即した運用がほとんど不可能
になると指摘されていた。そのため，平成5年商法改正当時の議論では，
会計帳簿閲覧謄写請求権制度全般の改善は残されていた課題であると考え
られていた48。
47 会社法における会計帳簿の規定に係る問題点については，上村達男『会社法改
革─公開株式会社法の構想』184頁以下（岩波書店，2002年）も参照。
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そうした検討課題に対して，裁判所が会計帳簿閲覧謄写請求権の行使を
巡る紛争について，本判決のような対応は高く評価できる。もとより，会
計帳簿閲覧謄写請求権を含む会社情報の収集権の行使を通じた株主の監督
機能と会社の機密情報の保護の充実という観点からは，裁判所に秘密保持
合意の締結等といった権限を付与する規定の創設を検討する必要があるか
もしれない49。ともあれ，今後は，会計帳簿閲覧謄写請求権の行使につい
て，本判決のような柔軟な姿勢が求められるであろう。
48 神田秀樹「会計帳簿等の閲覧謄写権」ジュリ1027号24-25頁（1993年），河本一郎
ほか「『系列』をめぐる法律問題(上）」商事1258号21-24頁（1991年），落合誠一
「平成5年商法改正」法教156号11-12頁（1993年）参照。
49 秘密保持合意の締結を裁判所の権限として認めるのであれば，それに違反した場
合のサンクションも必要になろう。この点については，たとえば，尾崎安央「株主
名簿閲覧請求と権利濫用」判タ948号27頁（1997年）参照。他方で，会社の機密情
報の保持という点を重視するのであれば，かねてより，検査役による会計帳簿の閲
覧という手段も主張されてきた。石井照久『会社法下巻（商法Ⅲ）』243頁（勁草書
房，1967年），上柳ほか・前掲(注8)204頁［和座一清]，大隅健一郎＝今井宏『会
社法論上巻（第3版）』502頁（有斐閣，1992年），木俣由美「適切な経営監視のた
めの株主の情報収集権─会計帳簿閲覧権を中心に─」産法38巻1号37頁（2004年）。
また，柿崎榮治「会計帳簿閲覧請求権の機能性と権利濫用防止の諸問題(下)」商事
1384号18頁（1995年）も参照。
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